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平成 23 年 12 月 12 日 
 
 


内閣府副大臣（金融担当）中塚 一宏 
 
 
 


「社会保障・税一体改革」について 
 
 
 
 


金融所得課税の一体化 
 
○リスクマネーの供給を通じた活力ある経済発展 
 


・対象（幅広い金融商品） 
 
・損失繰越期間の延長 
 
・十分な準備期間 


 
 
 


社会保障・税に関わる共通番号制度 
 
○社会全体としてのメリットの拡大 
 
・将来的な番号の利用拡大 
 
・社会や各業界の制度導入負担 
 
・民間セクターとの十分な協議 


 
等 


  


 








・現在、社会保険診療や介護保険サービスは高度の公共性を有する観点から消費税が非課税と
されている。


・一方、医療機関や保険薬局、介護サービス提供事業者の仕入れに係る消費税については
課税扱いであるが、実際には、社会保険診療報酬及び介護報酬において消費税分を
上乗せすることで医療機関等に負担のないよう措置してきた。


・しかしながら一部の医療機関等から、社会保険診療報酬等による消費税部分の上乗せ幅は
十分ではなく、仕入れに要した分の消費税の一部が還付されていない状態になっているとの
指摘がある。


・社会保障・税一体改革成案において、「社会保障給付の規模に見合った安定財源の確保に向け、
まずは、2010年代半ばまでに段階的に消費税率（国・地方）を10％まで引き上げ、当面の
社会保障改革にかかる安定財源を確保する」とされたことを踏まえ、消費税を含む税体系の
見直しが行われる場合には、社会保険診療等に係る消費税に関する仕組みや負担等を含め、
消費税のあり方について検討していくことが必要である。


消費税を含む税体系の見直しが行われる場合には、社会保険診療や介護保険サービスに係る
消費税に関する仕組みや負担を含め、そのあり方について検討する。


要望内容


要望の必要性


社会保険診療等に係る消費税のあり方の検討（消費税）
平成23年12月12日 第27回税制調査会


厚生労働副大臣 辻 泰弘








社会保障・税一体改革に関する各省ヒアリング資料 


 平成23年12月   農林水産副大臣 岩本 司 


１エネルギー課税（地球温暖化対策のための税）について 
 
２消費税 







-１- 


１ エネルギー課税（地球温暖化対策のための税）について 


 ｢地球温暖化対策のための税｣の導入については、「地球温暖化対策」として重要な 
役割を占める「森林吸収源対策」にも使える税とすることが必要不可欠。 
 毎年毎年、検討課題として先送りするのでなく、この機会に実現することを強 
く要請したい。 
 
  ○ 地球温暖化防止に向け、森林吸収源として最大限の貢献を果たしていくべき林業は、採 
     算性が厳しく、このままでは、必要な森林整備が行えない状況。 
  ○  そこで、本年７月に森林・林業基本計画を閣議決定し、林業の採算性の向上に取り組ん 
          でいくこととしたところ。 
  ○ 特に、採算性向上のカギとなるのが路網整備の加速化。これには追加的財源が必要で 
    あり、森林吸収源対策の実施により恩恵を受けるＣＯ２排出側からの一定の負担が必要。 


 


 
     


 京都議定書の温室効果ガス削減６％のうち3.8％を森林吸収源で確保 
 国際約束の達成に必要な間伐の実行 56万ha（H24）  
  路網整備の加速化         1.3万km/年（H23） →  2.4万km/年  


（参考） 







-２- 


 消費税の見直しについては、農林漁業者や食品製造・流通業者の大半が免
税、あるいは簡易課税の対象であるなど、農林漁業、食品産業等の実態を踏
まえて、実務的に混乱なく円滑に対応できるものとしていくことが必要。 
 
（参考）     


農林漁業者に占める免税事業と見込まれる者      90％程度 簡易課税対象と見込まれる者  8％程度   
 


食品製造・流通業者に占める免税事業と見込まれる者 45％程度 簡易課税対象と見込まれる者 39％程度   


２ 消費税 





		スライド番号 1

		スライド番号 2

		スライド番号 3






◆ 法人所得課税（事業税・地方法人特別税・住民税）の見直し 
 法人所得課税は偏在性が大きい等、地方財源として不適切であり、法人実効税率引下げの
一環として、見直すべき。 


◆ 償却資産に対する固定資産税の見直し 
 投資に対する課税となり国内投資を抑制し、国際的にも稀であり、さらに偏在性も大きいため、
固定資産税全体のあり方を検討する中で見直すべき。 


○ 石油関係諸税の見直し 
  石油消費に対しては、揮発油税等が併課されていることに鑑み、消費税率引上げ時には石油
関係諸税を見直すべき。 


  税率引上げとあわせ、ユーザーの負担増に伴う石油精製業や石油流通業への影響を最小限
に抑えるための措置を講じるべき。 


 


○ 所得税法等の一部を改正する法律附則104条（平成21年）において、平成23年度中に法制上の措置を講ずることとされて
いる各項目について、経済産業省意見のポイントは以下のとおり。 


Ⅰ．消費課税関連等 


Ⅳ．自動車関係諸税関連 Ⅴ．税制グリーン化関連 


税制抜本改革に関する経済産業省意見のポイント 


◆ 車体課税の抜本的見直し 
 平成24年度税制改正大綱を踏まえ、「廃止、抜本的見直し」
を求めた民主党重点要望等に沿って対応を検討すべき。 


○ 事業者免税点制度、簡易課税制度の維持 
  小規模・零細事業者は、事務処理能力に限りがあるため、事務負担の軽減に大きく
貢献している本制度は維持すべき。 


○ 自動車取得税の見直し 
 自動車取得税が二重に課税されていることに鑑み、平成24年度税制改正大綱を踏まえ、
「廃止、抜本的見直し」を求めた民主党重点要望等に沿って対応を検討すべき。 


◆ 中小企業者や流通業者の経営・事務負担に対する十分な配慮 


◆ 個別間接税の見直し 


○ 税率引上げが中小企業者等に与える影響の最小化 


 消費税引上げの際には、関係省庁間で連携し政府一体となって、消費税の円滑な転嫁を実
現するための取組みを行うべき。 


  税率引上げとあわせ、中小企業者等への影響を最小限に抑えるための措置を講じるべき。 


Ⅲ．資産課税関連 


Ⅱ．法人課税・地方税制（地方法人課税）関連 


＜法人課税＞ 
＜地方税制（地方法人課税）＞ 


◆ 輸出免税・還付制度の維持 
  消費地課税主義が国際的な原則となっていることに鑑み、当然、維持されるべき。 


○ 中小企業者等の事務負担等への配慮 


 納税事務負担の軽減等のため、税率引上げの検討の際、手続きの見直しの検討を
行うべき。 


 悪質事業者の租税回避的な行為を防止するために制度変更を行う場合には、真面
目な中小企業者等の事務負担が増加することのないよう、しっかりとターゲットを絞っ
た制度変更を行うべき。 


 


◆ 事業承継税制の見直し 
 制度の活用を促進するため、雇用８割確保要件 
   （納税猶予打ち切り基準）を見直すべき。 


◆ 法人実効税率の国際的水準への引下げ 
 新成長戦略に従い、諸外国と比して高い水準にある法人実効税率の主要国並みの水準
への引下げを、引き続き、図るべき。 


◆ 中小軽減税率の引下げ 
 地域経済の柱となり雇用の大半を担う中小法人の軽減税率の引下げを、引き続き、図る
べき。 


◆ 地球温暖化対策のための税の実現 
 省エネ・再生エネルギー対策等の抜本的強化による我が国の再
生・成長の早期実現のために、平成24年度改正で導入するべき。 


 


○ インボイス、複数税率は導入すべきではない 
 中小企業者や流通業者の事務負担増加を招くインボイス、複数税率は導入すべきではない。 


 逆進性への対策として、複数税率を導入すべきでなく、社会保障給付を通じた財政支出の枠
組みで対応するべき。 


◆ 印紙税の見直しの検討 
  印紙税は、電子取引が増加する中、同じ経済行為でも「有体物としての文書」の有無によ
り課税が異なるため、消費税引上げにあたっては、その見直しを検討すべき。 








税制抜本改革に関する 
経済産業省意見 


平成２３年１２月１２日 
経済産業副大臣 牧野 聖修 
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（税制の抜本的な改革に係る措置） 


第百四条  （略） 


２  （略） 


３  第一項の措置は、次に定める基本的方向性により検討を加え、その結果に基づいて講じられるものとする。  


一  個人所得課税  （略）。  


二  法人課税については、国際的整合性の確保及び国際競争力の強化の観点から、社会保険料を含む企業の実質的な負
担に留意しつつ、課税ベース（課税標準とされるべきものの範囲をいう。第五号において同じ。）の拡大とともに、法人の実
効税率の引下げを検討すること。  


三  消費課税については、その負担が確実に国民に還元されることを明らかにする観点から、消費税の全額が制度として確
立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに尐子化に対処するための施策に要する費用に充てられることが予算
及び決算において明確化されることを前提に、消費税の税率を検討すること。その際、歳出面も合わせた視点に立って複数
税率の検討等の総合的な取組を行うことにより低所得者への配慮について検討すること。  


四  自動車関係諸税については、簡素化を図るとともに、厳しい財政事情、環境に与える影響等を踏まえつつ、税制の在り方
及び暫定税率（租税特別措置法及び地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）附則に基づく特例による税率をいう。）
を含む税率の在り方を総合的に見直し、負担の軽減を検討すること。  


五  資産課税については、格差の固定化の防止、老後における扶養の社会化の進展への対処等の観点から、相続税の課
税ベース、税率構造等を見直し、負担の適正化を検討すること。  


六  納税者番号制度  （略）。  


七  地方税制については、地方分権の推進及び国と地方を通じた社会保障制度の安定財源の確保の観点から、地方消費税
の充実を検討するとともに、地方法人課税の在り方を見直すことにより、税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体
系の構築を進めること。  


八  低炭素化を促進する観点から、税制全体のグリーン化（環境への負荷の低減に資するための見直しをいう。）を推進する
こと。  


０．所得税法等の一部を改正する法律（平成二十一年法律第十三号）（抄） 
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Ⅰ．消費課税関連等 







○ 消費税引上げの際には、関係省庁間で連携し政府一体となって、消費税の円滑な転嫁を実現
するための取組みを行うべき。 


 


 ＜過去の取組み例＞  
  ・ 独禁法適用除外カルテル制度の創設（3年間の時限措置） 
  ・ 独占禁止法に係るガイドラインの作成・公表、適切な取り締まり 
  ・ 官公需における適切な対応（政府調達等における消費税等分の適切な計上） 
  ・ 関係行政機関による国民（消費者・産業界）に対する広報・要請等         等 


１．税率引上げが中小企業等に与える影響の最小化 ① 
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（資料） 日本商工会議所、全国商工会連合会、全国中小企業団体中央会、全国商店街振興組合連合会「中小企業における消費税実態調査」（2011） 


【中小4団体による転嫁に係る調査結果】 


売上高1,000万円以下 


売上高5,000万円以下 


 


◆ 売上高の小さい中小企業者ほど、消費税の販売価格への転嫁ができていない。 
 







◆ 中小企業者のうち、とりわけ、売上高5,000万円以下の事業者は、所得が600万円台以下、従業員数
も２～４名程度で、零細・小規模。 


（資料）中小企業庁「中小企業実態基本調査」（2010）より作成 


個
人 


平均所得 141万円 


平均従業員数 1.9人 


法
人 


平均所得 102万円 


平均従業員数 2.2人 


個
人 


平均所得 614万円 


平均従業員数 3.8人 


法
人 


平均所得 639万円 


平均従業員数 4.3人 


個
人 


平均所得 2,417万円 


平均従業員数 9.0人 


法
人 


平均所得 6,361万円 


平均従業員数 25.0人 


売上高1,000万円超5,000万円以下 
の中小企業者 


（所得・従業員数） （所得・従業員数） （所得・従業員数） 


売上高1,000万円以下 
の中小企業者 


売上高5,000万円超 
の中小企業者 
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○ 税率引上げとあわせ、中小企業者等への影響を最小限に抑えるための措置を講じるべき。 
 


１． 税率引上げが中小企業等に与える影響の最小化 ②  


【       】 【       】 【              】 
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○ 小規模・零細事業者は、事務処理能力に限りがあるため、事務負担の軽減に大きく貢献して
いる事業者免税点制度、簡易課税制度は維持すべき。 


46.1%


53.9%


手計算で


処理パソコンや


レジスター


で処理


n=3,182


1人, 
76.6%


2人, 
18.5%


3人, 
2.4%


n=3,223


75.6%


24.4%


自前で処理


税理士等に依頼


n=3,239


63.5%


36.5% 手計算で


処理


パソコンや


レジスター


で処理


n=3,063


93.1%


6.9%


自前で処理


税理士等に依頼


n=3,114


1人, 
87.7%


2人, 
10.6%


n=3,113


31.3%


68.7%


自前で処理


税理士等に依頼


n=2,514


17.7%


82.3%


手計算で


処理


パソコンや


レジスター


で処理
n=2,469


1人, 
41.0%


2人, 
31.7%


3人, 
10.9%


4人, 
6.4%


5人, 
3.1%


6人以上


, 6.9%


n=2,515


売上高1,000万円超5,000万円以下
の中小企業者 


売上高1,000万円以下 
の中小企業者 


売上高5,000万円超 
の中小企業者 


経理担当者の数 


税に係る事務処理の対応 


経理事務の計算方法 


（資料）中小企業庁「消費税に係る実態調査」（2011）より作成 


◆ 売上高5,000万円以下の中小企業者の多くは、経理担当者が1人（多くは事業主自身）。 
◆ 経理・税務処理を税理士等に外注せず、自前で処理。経理の計算も依然、手計算が相応に存在。   


２．事業者免税点制度、簡易課税制度の維持  


【        】 【        】 【                】 







○ 小規模事業者の事務負担や税務執行コストへの配慮から、課税売上高が1,000


万円以下の事業者に、消費税を納める義務を免除する制度。 
 
○ 消費税の納税手続きが不要。 


○ 中小企業者の事務負担への配慮から、課税売上高が5,000万円以下の事業者に、


みなし仕入率を用いて売上高だけから納付税額を計算する方法を認める制度。 


卸売業 90％ 


小売業 80％ 


製造業等 70％ 


サービス業等 50％ 


その他事業 60％ 


【みなし仕入率】 


事業者免税点制度 


簡易課税制度 


売上高 × ５％ － 売上高 × みなし仕入率 × ５％ ＝ 納付税額 


簡易課税による納付税額 


 
 


売
上
高 


(


み
な
し) 


仕
入
高 


【計算方法】 


○ 消費税導入時より、中小企業者の事務負担を軽減する観点から、「事業者免税点制度」及び
「簡易課税制度」の2つの制度が設けられている。 


（参考） 消費税納税事務に関する事務負担軽減制度 


6 







7 


○ 中小企業者や流通業者の事務負担増加を招くインボイス、複数税率は導入するべきでない。 
 


○ 逆進性への対策として、複数税率を導入すべきでなく、社会保障給付を通じた財政支出の枠
組みで対応するべき。 


 


◆ インボイスを導入すると、インボイス記載税
額を積み上げて仕入税額控除を行う必要が
あるため、積上げ計算や書類保存など、事
業者の事務負担が大幅に増大。 


 


◆ また、免税事業者はインボイスを発行でき
ないため、課税事業者は免税事業者からの
仕入税額を控除できず、免税事業者（小規
模・零細事業者）が企業間取引から排除、又
は値下げを求められるおそれ。 


 


◆ 百貨店やスーパーなどにとっては、自らの
事務負担に加えて、取引先の中小企業に制
度を理解し、対応してもらう必要があり、取
引先の管理コストも大幅に増大。 


 


◆ 複数税率の導入は、一時的なコスト負担増（システ
ム変更費用等）や商品管理の複雑化（各小売店舗で
の判別・登録等）による事務負担の増加により、中小
企業者・小売業者の経営を圧迫（特に流通業界を中
心に影響大）。 


 


 ◆ また、商品毎に消費税率が異なるため、インボイス
の導入が必要となり、さらに事務負担が増大。  


３．インボイス、複数税率は導入すべきではない  


【インボイスの問題点】 【複数税率の問題点】 


ふりかけ 


陶器の器 


○ 仮に食品等に対する軽減税率が
導入される場合、ふりかけに対し
ては、原則、軽減税率が適用され
ると考えられる。 


 


○ しかし、贈答品として、ふりかけを
入れる陶器の器とセットで販売さ
れる場合、どちらの税率が適用さ
れるか、個別に判断が必要である
など、大きな事務負担となる。 


【複数税率を導入した際の商品管理の煩雑さの例】 
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４．中小企業者等の事務負担等への配慮  


○ 納税事務負担の軽減等のため、税率引上げの検討の際、手続きの見直しの検討を行うべき。 
 


 ＜検討例＞ 
  ・ 中間申告や納付回数の任意選択制度の導入                     
  ・ 仕入れ税額控除の要件緩和（帳簿記載事項を請求書等の記載事項で代替）  
  ・ 申告期限の１ヶ月延長の許容（法人税と合わせる）  
 


○ 悪質事業者の租税回避的な行為を防止するために制度変更を行う場合には、真面目な中小企
業者等の事務負担が増加することのないよう、しっかりとターゲットを絞った制度変更を行うべき。  


○ 中小企業者の多くは、納付すべき消費税額を計算するための経費仕分けや記帳・経理、消費税を納付
するための資金繰り管理等に負担を感じている。 


【中小企業者が消費税の納税事務で何に負担を感じるか】 （＊複数回答可） 


（資料）中小企業庁「消費税に係る実態調査」（2011）より作成 


(n=5,774) 







（参考） 消費税引上げ検討に対する中小関係団体等の見方 ① 


日本商工会議所（「『社会保障と税の一体改革』の推進に向けて」より抜粋・要約） 
 


  ○ 社会保障給付の重点化・効率化を行っても財源が不足する場合には、消費税の引き上げによる財源確
保が必要なことは理解できるが、引き上げのタイミングや幅・仕組みは、慎重な対応が必要。 


   ・ 景気やデフレ、経済成長、中小企業経営を最大限阻害しないよう慎重に検討すべき。  
   ・ 同時に、徹底的な身を切る行財政改革を具体的に示し、実行すべき。 
  ○ 仮に消費税の引き上げを行う場合、中小企業への負担軽減策が不可欠。次の取り組みが絶対に必要。 
   ・ 免税点制度、簡易課税制度の堅持 
   ・ 円滑な価格転嫁の万全な確保 
      中小事業者の半分は価格転嫁できていない。規模の小さい事業者ほど価格転嫁は困難な状況。 
   ・ 複数税率とインボイスの導入反対 
      逆進性対策が必要な場合は、きめ細かな給付支援を行うべき。現行制度で透明性は十分確保されてお


り、インボイスの導入は不要。 
 


全国商工会連合会（「平成24年度中小企業関係税制改正要望」「中小企業政策に関する要望」より抜粋・要約） 


  ○ まずは無駄な歳出削減。安易な消費税に頼るのは避けるべき。 


  ○ 価格転嫁面や事務負担面など、小売・サービス業や下請け関連業種などの意見を十分聴取し、検討に反
映すること。 


  ○ 経営環境をこれ以上悪化させないよう特段の配慮をすべき。 


  ○ 税率引き上げのみならず、免税点、簡易課税制度の見直しや複数税率・インボイスの導入など、中小企
業の事務負担を増加させるような消費税の見直しには、反対する。 9 


○ 中小企業関連団体や流通業界からは、安易な税率引上げは避けるべき、消費税率引上げのタイ
ミングや幅・仕組みについて慎重な対応が必要、中小企業の事務負担を増加させるような見直し
に反対等の意見が示されている。 







全国中小企業団体中央会（消費税の見直しに係る要望書より抜粋・要約） 
 


  ○ 消費税率の引上げを実施すれば、消費が冷込むだけでなく、雇用の７割を担う中小企業に大きな負
担がのしかかり、デフレ克服に向けた景気回復の動きを止める恐れがある。 


  ○ ついては、下記の項目について特段の配慮を要望する。 


    ・ 無駄な歳出の見直し、法人税の引下げ及び消費税の引上げを含めた税体系全体の見直しを行い、
安易に消費税を引き上げないこと。 


    ・ 適正な社会保障給付など持続可能な社会保障制度を確立するとともに、企業負担や消費税等によ
る税負担のあり方を明示すること。 


    ・ インボイス制度の導入等中小企業の事務負担の増加となる制度は導入しないこと。 
    ・ 現行の免税点や簡易課税制度は最低限維持すること。 


    ・ 消費税の価格転嫁が困難である中小企業、特に小売業や下請け関連事業者の意見を十分に反映
すること。 


 
 


全国商店街振興組合連合会（「平成２４年度中小小売商業関係税制改正要望」より抜粋・要約） 
 


  ○ 中小小売商業者は、消費税率の引上げ議論を行うこと自体を危惧している。また、納税事務にかか
る事務的作業はかなりの負担。まずは歳出を削減するとともに、消費税改正の見直し検討を行う際に
は、中小企業者、生活者への影響を確認し慎重に検討されることを要望する。 


  ○ 税率引き上げだけではなく、免税点や簡易課税制度の見直し、複数税率・インボイスの導入など、中
小企業の事務負担を増加させる消費税の見直しには、反対する。 


（参考） 消費税引上げ検討に対する中小関係団体等の見方 ② 
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中小企業家同友会全国協議会（「2012年度国の政策に対する中小企業家の要望・提言」より抜粋・要約） 
 


  ○ 消費税の税率引き上げは景気後退を招くので現行税率を維持すること 
  ○ 社会保障財源のために消費税を増税することに反対する 
  ○ 免税水準や簡易課税の適用水準を引き上げること 


    ・ 免税水準を引き下げたり、簡易課税の適用水準を引き下げることは中小零細企業の負担を増大さ
せ、経済の活性化に逆行する。中小企業を支援するためには、免税水準を尐なくとも従前の3,000万
円に、簡易課税の適用水準を2億円に引き上げることを要望する。 


  ○ 消費税の免税水準や簡易課税の適用上限は事業年度終了時で判定すること 
     
 


日本税理士会連合会（「平成２４年度税制改正に関する重点要望事項」より抜粋・要約） 
 


  ○ 消費税の基準期間制度を廃止すること。 


  ○ 仕入税額控除に係る帳簿等への記載要件を緩和すること。 


    ・ 仕入税額控除が認められるためには、記載要件を満たした帳簿及び請求書等を保存することが要
件だが、記載事項が多く。納税者に過重な事務負担を求めることとなっている。現在の記帳制度の下
では、帳簿と請求書等の突合は容易であるから、例えば、取引に内容が検証できる請求書等を保存
し、税務調査時に提示すれば、必要な記載を満たした帳簿が保存されているものと取り扱うべき。 


  ○ 単一税率を維持すること。 


    ・ 多くの軽減税率を持つEUにおいては、税率構造の簡素化のための努力が行われてきたことや、日
本の消費税を最も良くデザインされた付加価値税制と評していることも留意。税率構造等については
慎重な議論が必要であり、尐なくとも、当面は単一税率を維持すべき。 


（参考） 消費税引上げ検討に対する中小関係団体等の見方 ③ 
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（参考） 消費税引上げ検討に対する中小関係団体等の見方 ④ 
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日本百貨店協会（「平成２４年度税制改正要望」、ヒアリングより抜粋・要約） 
 


  ○ 議論の手順（税率を議論するタイミング）  
    ・ 具体的な税率ばかり明示した増税議論が先行することに反対する。 
  ○ 引き上げのタイミング 
    ・ 個人消費の回復が完全に安定軌道になった時期を見極めることが必要。 
  ○ 段階的引き上げには反対である 


    ・ 税率引き上げによる経済（消費）活動への影響は、極力軽微に抑えるべきであり、段階的な引き上
げは行うべきではなく、一度変更した税率は相当の期間変更すべきではない。 


  ○ 消費税の目的税化について 


    ・ 消費税の減退を極力尐なくするためにも、増収分は将来不安を払拭する社会保障財源に充てるべ
きである。 


  ○ 消費活動をゆがめる複数税率（軽減税率）制度の導入には反対 
    ・ 単一税率を維持されたい。 


    ・ 百貨店は、多様なセット商品やサービスを商品として提供しており、明確な税率区分の適用は困難。
また、個々の商品毎に具体的な税率区分の境界を決定する作業が必要となる上、商品管理システム
が複雑になるなど納税コストばかり膨大になる。 


  ○ 逆進性対策として給付尽き税額控除制度を検討されたい。 


  ○ インボイス制度については、取引先の中小企業が、本制度を理解し、対応してくれるかどうかが問題。
新たな制度の導入は中小企業にとってシステムとしても、事務作業としてもコストがかかる。中小企業
との取引の多いスーパーや百貨店は、取引先の管理コストも増大。 







（参考） 消費税引上げ検討に対する中小関係団体等の見方 ⑤ 
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日本チェーンストア協会 


  ○ 被災地域を再生し、日本の社会全体に活力を与えるべきこの時期に消費税率の引き上げ等の増税
に進むことは、さらなる消費の低迷や景気の低迷を招くこととなる。何らの国民的な議論がなされない
まま、安易に増税に走ることに改めて反対する。 


  ○ 段階的引き上げは行うべきでない。消費税増税のたびに消費者の将来不安が増加し、消費意欲が
減退することで日本全体の活力の低下につながる。システムの変更も多大な金額にのぼるうえ、事務
的なコストもかかるため、引き上げざるを得ない場合は、段階的ではなく、一気に引上げるべきである。 


  ○ 複数税率は、商品管理の複雑化、多額のシステム変更費用等、コスト負担が大きいため、単一税率
とすべきである。     


 
日本スーパーマーケット協会 


  ○ 段階的引き上げは行うべきでない。消費税増税のたびに消費意欲が減退することで日本全体の活力
の低下につながる。引き上げざるを得ない場合は、段階的ではなく、一気に引上げるべきである。 


  ○ 複数税率に対応するためには、システムの全面的な変更が必要となり、莫大なコストが発生。逆進性
対策としては、その他の方策を採用すべきである。 


 
日本ショッピングセンター協会（税制改正要望より抜粋・要約） 


  ○ 消費税率の引き上げは、法人税、所得税など税体系全体の全面的見直しを行い、かつ、財政再建、


社会保障など改革の方向性を示し、その上で十分な議論を経て、国民の理解と納得を得ることが必要
である。 


  ○ 内需の重要ファクターである個人消費の回復に支障を生じさせないよう、要望する。 







５． 石油関係諸税の見直し ①  揮発油税等との併課 


税抜き売上高


約１４兆９，０００億円


石油の売上にかかる消費税額


約９,２００億円


ガソリン税


約2兆
9,158億円


石油石炭税


約5,120億円


その他の税


約254億円


うち TAX on TAX分


約１,７００億円


うち 石油本体にかかる消費税額


約７,５００億円


約３兆４,５００億円


航空機


燃料税


約591億円


軽油引取税


（地方税）


約8,742億円


石油諸税 約４兆４,０００億円


石油の売上高 約１８兆３,５００億円（消費税除く）


現行消費税率


５％


(注)１．その他の税は石油ガス税、石油製品関税など
２．税抜き売上高は石油連盟試算値
３．四捨五入の関係により合計が一致しない場合がある


○  石油消費に対しては、揮発油税等が併課されていることに鑑み、消費税率引上げ時には石油関係諸税
を見直すべき。 


石油諸税と消費税（平成２３年度試算） 


（出典）石油連盟資料 


（参考：石油関係団体の税制改正要望（抄）） 
＜石油連盟＞ 
 ○ 石油諸税の課税及びタックスオンタックスの排除を直ちに実施すべき。 
 


＜全国石油商業組合連合会＞ 
 ○ ガソリン税と消費税とのTax on Taxは速やかに廃止すべき。 
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消費税導入時の既存間接税の調整状況 
（平成元年4月） 


間接税を調整 


売
値 


税 


売
値 


税 


売
値 


売
値 


税 税 


消費税 


消費税 間接税が調整さ
れなかった分、 
タックスオン 
タックスが拡大 







0


1


2


3


4


5


6


7


8


都市ガス 電力 製造業 石油


【石油と他産業との経営指標比較（２０１０年度）】 


単位：％ 


6.26 


5.53 
5.00 


2.29 


売上高経常利益率 


約2分の1 


○  完全自由化されて以降、国内市況の低迷などを受けて、石油精製業の精製マージンは低水準で推移。 


石油産業は、他の製造業や、電力、ガス会社と比較し、売上高経常利益率の水準が低い。 


○  この厳しい経営状況に配慮し、税率引上げとあわせ、ユーザーの負担増に伴う石油精製業への影響を最
小限に抑えるための措置を講じるべき。 


５．石油関係諸税の見直し ②  石油精製業の現状 


【わが国の原油CIF価格とｶﾞｿﾘﾝ小売価格の推移】 
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【中小企業と大企業の比率】
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○ 全国のＳＳ数は平成６年度末をピークにその後減尐傾向で推移。石油販売業者の約９７％は中小企業、
約７割は１ＳＳのみ運営する等、中小零細企業がほとんど。また、石油製品販売業者の利益率は、小売業
平均の約半分。ＳＳの約６割が赤字。 


○ この厳しい経営状況に配慮し、税率引上げとあわせ、ユーザーの負担増に伴う石油流通業への影響を
最小限に抑えるための措置を講じるべき。 


【ＳＳ数の推移】 


58,285 


31,599 
19,694 


38,777 


60,421 


32,835 


【出典】 
ガソリン販売業者：石油製品販売業経営実態調査報告書（平成21年度調査版） 
小売業：年次別法人企業統計調査（財務省） 


【小売業・ガソリン販売業者における営業利益率（対売上高）】 
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0.4 


0.8 


1.2 


1.6 


平成14


年度


平成15


年度


平成16


年度


平成17


年度


平成18


年度


平成19


年度


平成20


年度


（％） ガソリン販売業者 小売業平均


※（ ）内は企業数 


【出典】平成21年度 石油製品販売業経営実態調査 報告書 


約半分 
【出典】 資源エネルギー庁 
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中小企業のうち 


１ＳＳのみ運営 


68.9%(1297) 


中小企業のうち 


複数運営 


28.4%(535) 


大企業 


2.7%(50) 


５． 石油関係諸税の見直し ③  石油製品販売業の現状 
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(23%)


普通車
(18.5%)


軽
(15.5%)


消費税導入（３％）


消費税増税（５％）
（経過措置（６→4.5％）


物品税
（1989年に撤廃）


販売減


○ 自動車の購入にあたっては、消費税と自動車取得税の二重課税となっている。道路特定財源の一般財源
化により課税根拠を喪失していることから、産業界・ユーザーの納得が得られていない。 


○ 税制が国内販売台数に与える影響は大きく、消費税率が引き上げられれば、国内市場の縮小は必至。 


○ 平成24年度税制改正大綱を踏まえ、「廃止、抜本的な見直し」を求めた民主党重点要望等に沿って対応を


検討すべき。 


（参考：自動車関係団体の税制改正要望（抄）） 
 


＜日本自動車工業会、日本自動車販売連合会、自動車総連 等＞ 
○ 自動車取得税は、道路特定財源の一般財源化により課税根拠を喪失しており、また、消費税との二重課税であることから、直ちに廃止されるべき。 17 


６． 自動車取得税の見直し 


＜平成24年度税制改正大綱（平成23年12月10日閣議決定）（抄）＞ 


   自動車取得税及び自動車重量税については、「廃止、抜本的な見直しを強く求める」等とした平成24年度税制
改正における与党の重点要望に沿って、国・地方を通じた関連税制のあり方の見直しを行い、安定的な財源を確
保した上で、地方財政にも配慮しつつ、簡素化、負担の軽減、グリーン化の観点から、見直しを行います。 


自動車の購入時に課される消費税・取得税 


車両価格180万円の 
自家用乗用車の場合 


消費税（5%） 


 ：  90,000円 


自動車取得税（５％） 


 ：  81,000円 


【参考】取得税の税率 


＜軽自動車・営業用＞ 


  取得価額（×0.9）の３％ 


＜その他＞ 


  取得価額（×0.9）の５％ 


税制が自動車市場に与える影響 







７． 輸出免税・還付制度の維持   


輸出事業者 卸売業者 
完成品 


製造業者 
原材料製造 
（生産）業者 


小売業者 
又は輸出事業者 


○ 消費税は、国内で消費される物品やサービスについて、国内の消費者に負担を求めるという、 
消費地課税主義が国際的な原則であり、輸出取引は免税とすることが国際標準。 


○  このため、輸出免税・還付制度は当然、維持されるべき。 


国内消費者 


支払 ▲3,500円 
受取 ＋5,000円 
納税 ▲1,500円 


支払 ▲2,500円 
受取 ＋3,500円
納税 ▲1,000円 


支払 ▲1,000円 
受取 ＋2,500円 
納税 ▲1,500円 


支払 ▲5,000円 


支払 ▲3,500円 
還付  ＋3,500円 


支払 ▲2,500円 
受取 ＋3,500円
納税 ▲1,000円 


支払 ▲1,000円 
受取 ＋2,500円 
納税 ▲1,500円 


受取 ＋1,000円 
納税 ▲1,000円 


輸出取引は免税 
（海外消費者には 


課税なし） 
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輸出事業者は、 
3,500円を卸売業者に支払って
いるため、この部分が還付。 


受取 ＋1,000円 
納税 ▲1,000円 


→   収支相殺 →   収支相殺 →   収支相殺 →   収支相殺 


→   収支相殺 →   収支相殺 →   収支相殺 →   収支相殺 


利益等 
20,000 


税 
1,000 


税抜き価格 
20,000 


消費税 
1,000 


税込価格 21,000円 


税込価格 52,500円 


仕入れ 
20,000 


税 
1,000 


利益等 
30,000 


税 
1,500 


利益等 
20,000 


税 
1,000 


仕入れ 
50,000 


税 
2,500 


税抜き価格 
50,000 


消費税 
2,500 


税抜き価格 
70,000 


消費税 
3,500 


税込価格 73,500円 


利益等 
30,000 


仕入れ 
70,000 


税 
3,500 


輸出価格 103,500円 ＜輸出取引の場合＞  


＜国内取引の場合＞ 


利益等 
20,000 


税 
1,000 


税抜き価格 
20,000 


消費税 
1,000 


税込価格 21,000円 


税込価格 52,500円 


仕入れ 
20,000 


税 
1,000 


利益等 
30,000 


税 
1,500 


利益等 
20,000 


税 
1,000 


仕入れ 
50,000 


税 
2,500 


税抜き価格 
50,000 


消費税 
2,500 


税抜き価格 
70,000 


消費税 
3,500 


税込価格 73,500円 


利益等 
30,000 


仕入れ 
70,000 


税 
3,500 


税抜き価格 
100,000 


消費税 
5,000 


税込価格 105,000円 


税 
1,500 


税 
1,500 


税 
1,000 


税 
1,000 


納付税額合計 
5,000円 


消費者が負担する
消費税額 


5,000円に対応 


税 
1,500 


消費税は国内消費者が負担。 
流通段階の事業者は、 
消費税の受取額と支払額の差額を 
それぞれ納税。 


消費税は国内消費者が負担。 
流通段階の事業者は、 
消費税の受取額と支払額の差額を 
それぞれ納税。 







８．印紙税の見直しの検討   


○ 印紙税は経済取引に伴って作成される契約書、領収書等に対して課税する制度。 


○ 同じ経済行為であっても「有体物としての文書」の有無によって、課税の有無が分かれるという不合理な
状況にあるため、印紙税の現代的意義を含め、そのあり方を抜本的に見直す必要がある。 


  ※ 文書課税である印紙税において、電磁的記録により作成されたものに対しては課税されない。 


売上代金に係る金銭又は 


有価証券の受取書     ： 3万円未満 


約束手形又は為替手形  ： 10万円未満                      


【手形・領収書に対する印紙税の税額】 


 １００万円以下            ：  ２００円 


 １００万円超～２００万円以下   ：  ４００円 


 ２００万円超～３００万円以下   ：  ６００円 


 ３００万円超～５００万円以下   ：  １千円 


 ５００万円超～１千万円以下     ：  ２千円 


 １千万円超～２千万円以下       ：  ４千円 


 ２千万円超～３千万円以下       ：  ６千円 


 ３千万円超～５千万円以下       ：  １万円 


 ５千万円超～１億円以下           ：  ２万円 


 １億円超～２億円以下          ：  ４万円 


 ２億円超～３億円以下          ：  ６万円 


 ３億円超～５億円以下         ：  １０万円 


 ５億円超～１０億円以下            ：  １５万円 


 １０億円超                           ：  ２０万円 
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【手形・領収書に対する印紙税の非課税枠】 


【印紙税の概要】 


（出典）財務省ホームページ等より作成 
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Ⅱ．法人課税・地方税制（地方法人課税）関連 







（出所）各種資料より経済産業省作成 21 
※日本は東京都を想定し、平成23年度税制改正に基づき、国税の法人税率を4.5%引き下げ、実効税率で35.64%のケース。 
 アメリカはカリフォルニア州を想定。 
 イギリスは毎年1％ずつ引き下げ、2014年に23%となる見込み。 


35.64% 
40.75% 


33.33% 
29.41% 


23.00% 25.00% 24.20% 


17.00% 


-5.05% 


-3.00% 


0.00% 


5.00% 


10.00% 


15.00% 


20.00% 


25.00% 


30.00% 


35.00% 


40.00% 


45.00% 


日本 アメリカ フランス ドイツ イギリス 中国 韓国 シンガポール 


法人実効税率の国際比較 
40.69% 40.75% 


33.33% 
29.41% 


26.00% 
24.20% 25.00% 


17.00% 


○ 我が国の国税・地方税含めた法人実効税率は、諸外国と比して、非常に高い水準。 
法人実効税率は、主要国並みの水準へ引き下げる方向で見直すことが必要。 


○ 平成23年度税制改正法案には、国税4.5％引下げ（法人実効税率5％引下げ）を盛り込み、復興財源確保
法と合わせて、先般、成立したところ。 


７．法人実効税率引下げとアジア拠点化の推進等 
  日本に立地する企業の競争力強化と外資系企業の立地促進のため、法人実効税率を主要国並みに引き下げる。その際、租税特別措置などあらゆる


税制措置を抜本的に見直し、課税ベースの拡大を含め財源確保に留意し、雇用の確保及び企業の立地環境の改善が緊急の課題であることも踏まえ、
税率を段階的に引き下げる。 


（参考） 「新成長戦略」（平成22年6月18日閣議決定） （抄） 


１． 法人実効税率の主要国並みの水準への引下げと、 
   平成23年度税制改正法案における国税4.5％（法人実効税率5％）引下げ 







２．中小軽減税率の引下げ 


○ 中小企業は我が国企業数の99.7％（約420万社）、従業者数の約7割弱（約2,827万人）を占めており、地域
経済の柱となり雇用の大半を担っている。 


○ 中小企業（資本金1億円以下）の所得金額のうち、年800万円以下の金額について適用される中小軽減税
率は、平成24年4月より、3年間の措置として18％から15％に引下げ。 


○ 厳しい経済状況の中、中小企業対策に万全を期すため、中小法人の軽減税率の引下げを、引き続き、図る
ことが必要。 


適用事業年度 法人税率 中小軽減税率 


平成2年4月～ 37.5% 28% 


平成10年4月～ 34.5% 25% 


平成11年4月～ 30% 22% 


平成21年4月～ 30% 18% 


平成24年4月～ 25.5% 15% 


軽減税率の推移 
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法人課税については、以下の３点が特に重要な論点。 


① 法人実効税率を、成長戦略に従い、引き続き、主要国並みの水準へ引き下げる 


② 地方法人所得課税は、国際的に比較して依存度が高く、偏在性も大きいため、見直すべき。 


③ 償却資産に対する固定資産税は、国際的に稀であり、投資抑制効果もあるため、見直すべき。 


（注） 平成23年度当初 
          予算ベースの値。 
           一部、推計値を含む。 


77,920 
平成23年度税法による 


引下げ後の値 


法人事業税 
地方法人 


特別譲与税 
（地方法人特別税） 


約14,000 15,641 


法人住民税 


17,234 
所得課税 


外形課税 
（付加価値割） 


4,000～5,000程度 
5,450 


（1,398） （4,052） 


（12,395） （4,839） 


（資本割） 
2,200～2,300程度 


約7,000 


法人税 


＜道府県＞ ＜市町村＞ 
国税 


計77,920 


（均等割） 


固定資産税 
（償却資産） 


3,377 


事業所税 


計 15,904 計 3,371 


（6,000程度） 
（うち、機械及び装置） 


15,904 
付加価値額（賃金等）に 


応じて課税 


資本金に応じて課税 


（億円） 


資本金、従業者数に 
応じて課税 


保有する資産の 
価値に応じて課税 


事業所面積、従業者数に 
応じて課税 


地方税（地方譲与税） 


法人実効税率 
35.64％ 


計 21,470 計15,641 計 22,684 


３．法人課税の全体像 


法人課税の全体像 







（出所）OECD Revenue  Statistics 1965-2010 
     及び、総務省資料より           


22.8% 32.5% 27.6% 


50.5% 20.2% 29.3% 


100.0% 


12.1% 47.8% 7.5% 32.6% 


3.8% 22.6% 31.6% 42.1% 


日本 


フランス 


イギリス 


ドイツ 
（連邦制） 


アメリカ 
（連邦制） 


法人所得課税 個人所得課税 資産課税 消費課税 


その他 


17.1% 


○  諸外国と比べて、我が国は地方税収に占める法人所得課税の割合が高い。企業の活動範囲はグロー


バル化・広域化。企業が地域の枠を超えて活動する中、法人所得課税を地方財源とすることの意義は薄
れてきており、引き下げるべき。 


○ 法人所得課税は特に偏在性が大きく、地方財源としては不適切。 


４． 地方法人所得課税  国際比較と偏在性 
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地方税収に占める各税の内訳 


（出典）財務省資料 
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（参考）地方法人特別税について 


○  地方法人特別税は、偏在性是正のため、税制抜本改革までの暫定的な措置として、法人事業税を一
部分離して創設されたもの。 


（参考） 地方法人特別税等に関する暫定措置法（平成二十年四月三十日法律第二十五号）（抄） 


第一章 総則  
（趣旨）  
第一条  この法律は、税制の抜本的な改革において偏在性の小さい地方税体系の構築が行われるまでの間


の措置として、法人の事業税（地方税法 （昭和二十五年法律第二百二十六号）の規定により法人の行う事


業に対して課する事業税をいう。以下同じ。）の税率の引下げを行うとともに、地方法人特別税を創設し、そ
の収入額に相当する額を地方法人特別譲与税として都道府県に対して譲与するために必要な事項を定め
るものとする。  


（出典）総務省資料 







○  固定資産税は、地方税の中では偏在性が小さいとされているが、償却資産に対する固定資産税、中でも、
工場等の設備投資（機械及び装置）に対する固定資産税は偏在性が非常に大きい。 
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５．償却資産に対する固定資産税  ① 偏在性 


地方税全体 
固定資産税 


（全体） 


財務省資料・総務省資料より。 
一部、「固定資産の価格等の概要調書」より推計。 


地方税（2009年度決算）の一人当たり 
税収額の指数（全国平均を100とした場合） 


0.40 


2.60 
3.73 3.45 


0.36 


2.53 


3.62 3.75 


0.25 


1.38 


1.72 1.61 


0 


1.00 


2.00 


3.00 


4.00 


5.00 


6.00 


7.00 


8.00 


9.00 


10.00 


1
9


7
3


 


1
9


7
7


 


1
9


8
0


 


1
9


8
3


 


1
9


8
6


 


1
9


8
9


 


1
9


9
2


 


1
9


9
5


 


1
9


9
8


 


2
0


0
2


 


2
0


0
5


 


2
0


0
8


 


償却資産 


家屋 


土地 


（兆円） 


（総務省資料より） 
※ 2009,2010は計画値 


固定資産税収の推移 


￥￥￥ 


土地 


家屋 


償却資産 


固定資産税
の課税客体 


固定資産税の課税客体 
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81.7  
118.6  
74.9  
86.0  
162.2  
79.5  
60.7  
24.4  
100.0  
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22 
23 
24 
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26 
27 
28 
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31 
32 
33 
34 
35 
36 
37 
38 
39 
40 
41 
42 
43 
44 
45 
46 
47 


平均 


固定資産税 
（償却資産全体） 


固定資産税 
（機械及び装置） 


最大／最小：４．２倍 
１．６兆円 


最大／最小：１３．６倍 
０.６兆円 







○ 償却資産に対する固定資産税は、国際的に稀な税であり、投資を行うと税負担が生じるため、国内投資の
収益性を低下させ、国内投資の抑制効果がある。 


○ 空洞化防止の観点から、これまで課税してきたわずかな国々でも見直しの動きがある。 
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＜各国の固定資産税の課税状況＞ 


国名 土地 家屋 
償却資産 


（機械・装置等） 


イギリス 
 


○ 
（事業用レイト、カウンシル税） 


 
× 


フランス 


 
○ 


（既建築不動産税、 


未建築不動産税） 


 
○ 


（既建築不動産税、 


住居税） 


          
× 


（2010年廃止） 


ドイツ 
          


○ 
（財産税、不動産税） 


                  
× 


イタリア 
         


○ 
（地方不動産税） 


 
× 


アメリカ 
 


○ 
（すべての州で課税） 


          
         △（一部州）（注1） 


（2009年に免税化（オハイオ州）） 


カナダ 
     


     ○（財産税） 


       
     △（一部州）（注2） 


韓国 
     


     ○（財産税） 


 
× 


中国 
        


○ 
（土地使用税） 


      
○ 


（財産税） 


 
× 


日本 
        


○ 
（固定資産税） 


       
○ 


（固定資産税） 


           
         ○ （固定資産税） 


（注1）工場等の事業用資産への課税状況 


      課税あり・・・３８州  


      課税なし・・・１２州  （うち4州は電力・ガス等公益企業の資産のみ課税） 


  ※ 税率は、各州・自治体によって異なる  


       （例：カリフォルニア州1.25％） 


(注2）工場等の事業用償却資産への課税状況 


   課税あり・・・３州 


   課税なし・・・７州（うち6州は、取外し不能な機械設備等は家屋として課税） 


 時期 概要（機械装置分抜粋） 


2005年以
前 


  一律25％の課税 
「周辺地域よりも高い税率によりオハイオの魅力は損なわれ
ている。」  


2006年 
  新規投資分を非課税、既存設備への税率を


18.75％に引下げ 


2007年、 
2008年 


  既存設備への税率を段階的引下げ 


2009年   既存分含む全ての機械装置が非課税 


時期 概要 


2007年 
1月 


新規投資分の職業税減免措置実施 
（初年度100%、2年目66%、3年目33％） 


2008年 
12月 


2009年末までの新規投資について 
職業税免税を認める法案成立 


2009年 
2月 


サルコジ大統領職業税廃止を表明 
（同年12月法案成立） 
「このシステム（職業税）はヨーロッパでは他に類のない
ものであり、企業に(フランス国外への)工場移転を促し、
産業部門の雇用を破壊するものだ。」 


2010年 
1月 


職業税廃止 


フランスの 


職業税廃止の経緯 
オハイオ州の 


償却資産税改革の経緯 


3.9 
2.5 


3.1 
3.8 4.7 4.8 


4.9 
4.8 
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0
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出所：法人企業統計 


＜総資本営業利益率（ＲＯＡ）の推移＞ 


我が国の製造業全体のＲＯＡ（総資本営業利益率）が近
年１．４％程度にとどまる中、投資について資産当たり
の利益率が１％低下する影響は大きい。 


償却資産税は日本国内の設備投資の収益性を低下させる 


＜Ａ工場の例＞ 


１０００億円の新工場を設立したところ、「機械及び装置」
の固定資産税負担は約１１億円程度増加。 


これにより、資産当たり利益率が約１％低下。     


５．償却資産に対する固定資産税  ② 国際比較と投資抑制効果 
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Ⅲ．資産課税関連 







Ⅲ．事業承継税制の見直し 


【相続税・贈与税の申告期限から５年間の事業継続要件】 


 ①後継者が代表者を継続 


 ②雇用の８割以上を維持 


 ③対象株式の継続保有 


 ④上場会社、資産管理会社、風俗関連事業を行う会社等に該当しないこと 等 


全額一括納付 


要件を尐しで
も満たせない
と・・・ 


雇用確保割合 
80％  0％ 100％ 


（例）雇用が基準値を1％下回った 
 
 →全額一括納付 


 基準値 


納
税
猶
予
税
額 


現行制度 


100％ 


○ 中小企業の事業の継続・発展を通じた雇用の確保や地域経済の活力維持のため、非上場株式等について
の相続税・贈与税の納税猶予制度（事業承継税制）の活用を促進することが必要。 


○ 事業承継税制の活用拡大を通じて中小企業全体の雇用の確保を図るためには、雇用8割維持要件の未達
成による全額一括納付リスクを軽減するなど、見直しが必要。 


29 







30 


Ⅳ．自動車関係諸税関連 







  Ⅳ． 車体課税の抜本的見直し 
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平成２４年度税制改正大綱（平成２３年１２月１０日閣議決定）抜粋 
  自動車取得税及び自動車重量税については、「廃止、抜本的な見直しを強く求める」等とした平成24年度税
制改正における与党の重点要望に沿って、国・地方を通じた関連税制のあり方の見直しを行い、安定的な財源
を確保した上で、地方財政にも配慮しつつ、簡素化、負担の軽減、グリーン化の観点から、見直しを行います。 


民主党「平成２４年度税制改正における重点要望等について（平成２３年１１月２８日）」 抜粋 
○車体課税 
 自動車取得税・自動車重量税については廃止、抜本的な見直しを強く求める。  


 超円高・国際的な金融危機の下、産業空洞化を防ぎ、雇用を守る点で成長戦略にも資することを勘案すれば、早
急に実施すべきである。 


 車体課税については、①道路特定財源がすでに廃止されている②地方ほど保有台数が多く家計の負担が大きい
③地球温暖化など環境対策の必要性が高まっている④自動車取得税については消費税と二重の課税となってい
ることなどから、23年度税制改正大綱においても、簡素化、負担の軽減、グリーン化が求められている。 


 なお、見直しの際には地方財政へのしっかりとした配慮を行うとともに、これまで手当されてきた環境関連施策に
も留意すべきである。 
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Ⅴ．税制グリーン化関連 







４．革新的技術の開発・普及促進   


①次世代の蓄電池技術の開発  


②高効率火力発電技術（IGCC等）    


③ CCS（CO2回収・貯留技術）技術  等 


１．省エネルギーの抜本強化・導入支援  


①電気自動車などの次世代自動車普及 
②住宅・建築物の省エネ設備 
③省エネ設備の導入 
 （エネルギー集約業種や中小企業に重点化） 


④家庭等向け次世代LED照明の開発  
⑤低炭素産業向け立地補助金 等       


①スマートコミュニティの実証・導入 
②家庭用燃料電池（エネファーム）の導入 
③ガスコジェネ設備の導入 
④水素エネルギー供給設備実証・導入 等 
 


３．分散型エネルギーの活用  


２．再生可能エネルギーの導入加速化 


①地熱、小水力、バイオマス等の開発 


②洋上風力発電、潮力等の技術開発・実証 


③住宅用の次世代太陽光発電の開発 


④再生可能エネルギー熱設備  等 


 


 Ⅴ．地球温暖化対策のための税（石油石炭税の課税強化） 


【税収の主な使途】 


○  次世代車の普及を含む省エネルギー対策の強化、再生可能エネルギーの導入拡大等の施策は、我が国
の再生・成長のためにも喫緊の課題。 


○  このため、民主党税調の要望も踏まえ、平成23年度税制改正で決めた「地球温暖化対策のための税」に
ついては、平成24年度からの導入を図るべき。 


○  なお、税収は「エネルギー起源のＣＯ２排出抑制対策」に確実に充当することが、厳しい経済環境にもか
かわらずご負担をいただく、納税事業者の理解の大前提。 
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「社会保障 税 体改革成案」具体化のための「社会保障・税一体改革成案」具体化のための
検討課題について


平成２３年１２月１２日


国土交通副大臣 松 原 仁







１．軽減税率の導入等公共交通・宿泊サービスへの対応の必要性


Ⅰ．いわゆる逆進性の問題等税率引き上げに伴う諸課題への対応


◎交通弱者や観光客等の移動・利用の抑制に直結。また、我が国の人口減少傾向の中、利用者
等に対し税率引き上げ分の実質的な転嫁は困難であるため、サービスの喪失等となれば取り
返しがつかない


◎運賃改定を行う際、ＩＣカードシステム改修には膨大な費用と十分な時間が必要
◎諸外国においては軽減税率が導入されており、利用者の負担軽減や輸送サービスの維持等の


ための措置が必要。道路運送サービス事業者の従前の税負担にも配慮する必要。


（１）公共交通の輸送に対する影響


○公共交通は、経済産業活動を支える基盤であるとともに、子ども、高齢者、障がい者など交通○公共交通は、経済産業活動を支える基盤であるとともに、子ども、高齢者、障がい者など交通
弱者の通学・通院等に必要なライフライン。


○特に、運賃収入のみでは路線維持が困難な離島・地方路線では、我が国の人口減少傾向の
中 運賃改定による税率引き上げ分収入増は極めて困難中、運賃改定による税率引き上げ分収入増は極めて困難。


○仮に、運賃改定ができるとしても、経済力が弱い交通弱者の生活に打撃を与えるとともに、利
用者数の減少（逸走）が発生。その結果 収入の確保が困難となり 減便や路線の廃止・縮小用者数の減少（逸走）が発生。その結果、収入の確保が困難となり、減便や路線の廃止 縮小
等、輸送サービスの更なる低下等が懸念。


○利用者の負担増のために国民の移動が抑制され、現下の経済情勢の改善が遠のくことも懸
念念。


－1－







（２）公共交通機関におけるICカード等への影響


○鉄道をはじめとした公共交通においては、ＩＣカード（Suica／PASMO等）が普及。仮に消費税


率の引き上げに伴う運賃改定を行えば、ICカードシステムの改修が発生。


○消費税引き上げに伴う運賃改定の際、ＩＣカードの改修を行う場合、膨大な費用がかかるとと


もに、準備期間（１年数か月程度）が必要。


○ＩＣカードの問題は、平成９年の消費税改正時にはなかった新たな事態。丁寧な制度設計が


ないと混乱をきたす懸念


（３）宿泊サービスに対する影響


ないと混乱をきたす懸念。


○ホテル・旅館は、地域の雇用・経済を支える基幹産業かつ国策である外客誘致の基幹インフ


ラ。中小企業が大多数であり消費者への確実な価格転嫁は困難。ラ。中 業 多数 あり消費者 確実 価格転嫁 困難。


○宿泊サービスの価格水準の上昇が、観光需要の減退を招き、地域の雇用・経済にも悪影響


を及ぼすおそれを及ぼすおそれ。


－2－







（４）消費税率を引き上げる状況になった場合の負担軽減措置等の必要性


○軽減税率については、諸外国においても、旅客運送・宿泊サービスが軽減税率の対象として


措置。措置。


○軽減税率以外の措置であっても、公共交通は経済産業活動を支える基盤であるとともに、交


通弱者の通学 通院等に必要なライ ライ あるため 利用者の負担軽減や輸送サ ビ通弱者の通学・通院等に必要なライフラインであるため、利用者の負担軽減や輸送サービス


の維持等のための措置が必要。


○併せて、運賃改定の実施に向けて混乱しないよう、消費税引き上げに伴う運賃改定を原因と


するＩＣカードの改修のための十分な準備期間の確保等が必要。


○なお、道路運送サービス（バス、タクシー、トラック）については、既に揮発油税・軽油引取税


等の燃料課税や車体課税で重い税負担が課されており、更なる負担増を回避することが必要。


－3－







○住宅は 国民生活 安定 成長 基礎 方 住宅は 既 多岐多重 わたり課税され


２．住宅等に対する負担軽減の必要性


○住宅は、国民生活の安定、成長の基礎。一方で、住宅は、既に多岐多重にわたり課税され


ている。長期にわたって使用する住宅について、取得時に多額の消費税が一度に課される
のは負担が大きい。


○住宅取得の負担は依然として大きく、消費税率の引上げによる負担増大は、住宅取得をさ
らに困難とさせ、住宅投資の抑制や質の低下につながる。


○また、消費税率の引上げは、
①内需の柱である住宅投資の減少による景気の悪化、
②駆込み需要とその反動減等の市場の混乱②駆込み需要とその反動減等の市場の混乱、
など、我が国経済や住宅市場に重大な影響を及ぼす。
（※）前回税率引上げ時（H9)は、新設住宅着工が前年比18%減（H8:163万戸→H9:134万戸）


の落込みがあり、着工戸数は平成8年をピークにその後減小傾向が続いている。の落込みがあり、着工戸数は平成8年をピ クにその後減小傾向が続いている。


○したがって、住宅に係る総合的な税負担が増加しないよう、軽減税率、還付制度の導入そ
の他の負担軽減など特別な配慮が必要。の他の負担軽減など特別な配慮が必要。


○また、住宅を含む不動産の流通段階には、多重の流通税（不動産取得税、登録免許税、印
紙税）が課されており、この上、消費税率の引上げにより過重な負担による不動産取引の減紙税） 課 り、 、消費税率 げ り過 負担 動産取 減
退を招かぬよう、特別な配慮が必要。


－4－







Ⅱ．他の消費課税等との調整の必要性


（１）自動車取得税を含む車体課税については、抜本的な見直しを行うべき


○自動車の取得時に、既に消費税と自動車取得税を併せて１０％（営業車８％）の税負担が課さ○自動車 取得時 、既 消費税 自動車取得税を併 （営業車 ） 税負担 課さ


れており、自動車ユーザーの更なる税負担を回避する必要。


○なお、自動車ユーザーは揮発油税、軽油引取税等、燃料に対しても重い税負担を課せられて


おり、今後、この点についても十分な検討が必要。


（２）印紙税については 廃止すべき


○工事請負契約書及び不動産譲渡契約書に係る印紙税は、
１つの取引について消費税と印紙税の両方が課税されている


（２）印紙税については、廃止すべき


・１つの取引について消費税と印紙税の両方が課税されている
・他の文書と比べて課税率、課税額が著しく高い
・建設業における重層請負構造の中で多段階にわたり課税されている
等の不合理な点がある等の不合理な点がある。


○建設産業及び不動産業を取り巻く経営環境が厳しい中で、消費税率を引き上げると、需要
の更なる落ち込みと経営環境の悪化が懸念される。このため、建設産業等における負担
の軽減を図るとともに、不動産流通コストを引き下げ、市場の活性化を図る観点から、消費
税率の引き上げに際して印紙税は廃止すべき。


－5－
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平成２３年１２月１２日


国土交通副大臣 松 原 仁







マイカーの利用が増える一方で、各公共交通機関の輸送人員は減少。


各交通機関の輸送人員の推移（例）


2,500,000


（北海道）


500,000 


（富山県）
250,000 


（高知県）
（単位：千人） （単位：千人）


（単位：千人）


2,000,000 400,000 


450,000 


200,000 


1,500,000 300,000 


350,000 


150,000 


1,000,000


150,000 


200,000 


250,000 


100,000 


500,000


50,000 


100,000 


,


50,000 


0 0  0 


出典：地域交通年報、自動車輸送統計年報（注） 自動車輸送量は地方運輸局別輸送量を都道府県別登録自動車数の比率により算出したもの
である。貨物自動車及び軽自動車分を除く。


JR（国鉄） 民鉄 バス
自動車 地下鉄


JR（国鉄） 民鉄
バス 自動車


JR（国鉄） 民鉄
バス 自動車
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輸送人員が減少を続ける中で、乗合バス事業者が運行する3/4の系統が赤字系統であり、事業者全体としても
3/4が赤字事業者となっている


乗合バスの現状


系統数


3/4が赤字事業者となっている。
毎年、稚内から鹿児島までの直線距離を超える約2,000kmの路線が完全に廃止されている状況にあり、路線


廃止に止まらず、乗合バス事業者が経営破綻に追い込まれているケースも全国的に生じている。


黒字系統


赤字系統


全系統
系統数


約38,000系統


約10,000系統
（約26.3％）


約28,000系統赤字系統


公的補助あり


地バス補助 約1,600系統
（約4.2％）


約 , 統
（約73.7％）


平成１１年以降の法的整理の事例乗合バスの路線廃止状況（高速バスを除く）


廃止路線キロ


１８年度 ２，９９９㎞


民事再生法


○那覇交通㈱ ○北都交通㈱
○茨城交通㈱ ○富士交通㈱
○琉球バス㈱ ○岩手県北自動車㈱


産業活力再生特別措置法関係


産業再生機構支援


○九州産業交通㈱ ○関東自動車㈱
○宮崎交通㈱


１９年度 １，８３２㎞


２０年度 １，９１１㎞


２１年度 １ ８５６㎞


会社更生法


○京都交通㈱ ○水間鉄道㈱
○福島交通㈱


その他


○北海道旅客鉄道㈱（ＪＲ北海道バス㈱）
○箱根登山鉄道㈱
○いわさきコーポレーション
○立山黒部貫光㈱
○国際興業㈱


２１年度 １，８５６㎞


計
８，５９８㎞


（平均 ２，１５０㎞）


その他
○大分バス㈱（私的整理）
○常磐交通自動車㈱（特別清算）
○中国バス㈱（私的整理）


○㈱日立電鉄バス他４社
○アルピコグループ松本電鉄他３社
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地域鉄道をめぐる危機的状況②
鉄道の輸送人員は逓減傾向にあり、約８割の事業者が赤字。


地域鉄道の現状


地域鉄道をめぐる危機的状況②


輸送人員の推移
（単位：千万人）


中小民鉄５０社 位置図 【H22.4.1現在】


上 田 電 鉄


一 畑 電 車


十和田観光電鉄


養老鉄道


（単位 千万人）


昭和６２年から約１９％減少55


50


45


40


輸
送


60


一畑電車


流　鉄


度


40


35


30


25


20


送
人


員


62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9   10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21


青い森鉄道


和歌山電鐵


神 戸 電 鉄土佐電気鉄道


年 度


※昭和６３年度以降に開業した事業者を除く７１社


出典：鉄道統計年報及び鉄道局調べによる


第三セクター鉄道４２社 位置図 【H2241現在】


秋田内陸縦貫鉄道


 三陸鉄道


IGRいわて銀河鉄道


山形鉄道


阿武隈急行


しなの鉄道


北越急行


由利高原鉄道


長良川鉄道


樽見鉄道


北近畿タンゴ鉄道


若桜鉄道


智頭急行
錦川鉄道


井原鉄道


のと鉄道


万葉線


えちぜん鉄道


経常収支
平成２１年度（鉄軌道業）


第三セクタ 鉄道４２社 位置図 【H22.4.1現在】


阿武隈急行


会津鉄道


野岩鉄道


わたらせ渓谷鐵道


鹿島臨海鉄道


真岡鉄道


いすみ鉄道


明知鉄道


錦川鉄道


伊勢鉄道


愛知環状鉄道


平成筑豊鉄道


北条鉄道


甘木鉄道


松浦鉄道


南阿蘇鉄道


くま川鉄道


富


ひたちなか海浜鉄道赤字：７６社（８３％）


黒字：１６社（１７％）


・  そ　 の　 他　 ：上記以外で、事業構造の変更に伴って第三セクター化した鉄道事業者


　・  転換鉄道等　 ：旧国鉄のローカル線又は旧国鉄の工事凍結線で日本鉄道建設公団により建設された路線の経営を承継した鉄道事業者


・  並行在来線　 ：整備新幹線の開業に伴い、JR旅客鉄道株式会社から分離される並行する在来線の経営を承継した鉄道事業者


天竜浜名湖鉄道
伊勢鉄道


信楽高原鐵道


土佐くろしお鉄道


阿佐海岸鉄道肥薩おれんじ鉄道


富山ライトレール
伊賀鉄道
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離島航路の現状
離島の人口の減少等により、輸送人員は減少し、欠損が拡大。


鉄道


離島航路の現状


離島航路の現状バスや鉄道に比べて割高な運賃も課題。


全国と離島の人口の推移
（離島）千人（全国）千人


運賃水準の比較


800


1,000


120,000


150,000


全国の人口


離島の人口


（離島）千人（全国）千人


70
（円／km）


割高な運賃


400


600


60,000


90,000
離島の人口


人口は減少 ※標準的なもので比較し


50


60
0


200


0


30,000


昭和５５年 昭和６０年 平成２年 平成７年 平成１２年 平成１７年


人口は減少 ※標準的なもので比較し
たもの（実際の航路・
路線、距離により差
あり）


補助航路の輸送実績と欠損の推移


90


100


10,000 


12,000 
欠損額 輸送実績


１３


１４


輸送人員（百万人）


62


4020


30


40
補助航路の輸送実績と欠損の推移


欠損額(百万円)


60


70


80


4,000 


6,000 


8,000 １２


１１


１０


21


0


10


離島航路 地バス JR


欠損は拡大


40


50


0 


2,000 ９


８


離島航路 地バス JR


輸送人員は減少


資料）国土交通省調べ
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離島航空路の現状
離島航空路線における旅客数は減少傾向であり、全体の５割近くが赤字路線。


交通事業者の実態
離島航空路の現状


離島航空路の現状


離島航空路線 旅客数（千人） 運航便数（千便）


離島航空路線における路線数、旅客数及び運航便数の推移


離島航空路線 旅客数（千人） 運航便数（千便）


平成２０年度 ６３ ４，８９０ ９１


平成２１年度 ６４ ４，６６６ ８９


平成２２年度 ６６ ４，５８９ ９３


（参 考）


平成１１年度 ６６ ５，０４０ １０４


離島６６路線の経常収支 運航会社ごとの離島路線経常収支


運航会社ごとの離島路線経常収支（平成２２年度）は
１１社中６社が赤字である。


離島路線全体の経常収支（平成２２年度）は
約３０億円の赤字である。


離島６６路線の経常収支 運航会社ごとの離島路線経常収支


黒字５社・・・ジャルエクスプレス、日本エアコミューター、
日本トランスオーシャン航空、
琉球エアーコミューター、スカイマーク


赤字６社・・・全日本空輸 北海道エアシステム 新中央航空


黒字路線・・・３６路線
赤字路線・・・３０路線


補助対象路線・・・１４路線


（全体の約４５％が
赤字路線）


赤字６社・・・全日本空輸、北海道エアシステム、新中央航空、
オリエンタルエアブリッジ、日本航空インター
ナショナル、第一航空


最も日常性を有する都市との間で、船舶等では２時間以上
要する単独の路線であって、赤字を計上しているもの。
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消費税率引き上げによる乗合バスへの影響


乗合バスの場合、利用者の大幅な逸走が懸念されるため、
運賃値上げによる消費税の転嫁は事実上困難。


①過去の運賃改定時における運送収入の推移


事業者
改定率


（改定日）


運賃改定の実施年度 運賃改定の翌年度


送 送事業者 （改定日）
（※注）


運送収入
（千円）


対実績年度
増収率


運送収入
（千円）


対実績年度
増収率


Ａ 6.2％
（平成18年6月12日）


1,663,068 -1.7% 1,571,311 -7.1%
月


Ｂ 9.7％
（平成20年7月1日）


153,542 -4.9% 141,109 -12.6%


Ｃ 13.9％
（平成21年3月16日）


2,985,754 0.3% 2,812,464 -5.5%


②運賃値上げを行った場合の影響


（※注） 改定率は、事業者における上限運賃にかかる改定率であり、当該上限の範囲内で実施運賃が設定されるため、個々の運賃の実際の
値上げ率はこれとは異なる場合がある。


・運賃改定を行っても利用者の逸走により相殺され、十分な増収につながっていない。
・運賃値上げによるマイカーや自転車、徒歩への移行やバスによる出控えなどが逸走の主な理由。


・運賃値上げによる転嫁が期待できない中、消費税の納税額は確実に増加するため、乗合バスの
収支の悪化と路線の廃止・減便 バリアフリー化等の遅れ等が強く懸念される収支の悪化と路線の廃止 減便、バリアフリ 化等の遅れ等が強く懸念される。
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消費税率引き上げによるタクシーへの影響


タクシーの場合、利用者の大幅な逸走が懸念されるため、
運賃値上げによる消費税の転嫁は事実上困難。


②運賃値上げを行った場合の影響①運賃改定時における運送収入の推移
（東京都特別区・武三交通圏の例）


改定率
(改定日) 増収率


平成8年度 -0 5%


消費税転嫁のための運賃改定
（値上げ）


運賃を値上げ
しても増収にな平成8年度 -0.5%


平成9年度
1.9%


(4月1日)
-1.0% 客離れの発生・輸送人員の減少


しても増収にな
らず。


翌年度には大
幅な減収。


平成10年度 -4.6%


平成18年度 2 5%


運送収入の減少


平成18年度 2.5%


平成19年度
7.2%


(12月3日)
1.7% ・運転者の収入の減少・労働条件悪化


（賃金の大部分は歩合給）
事業者 経営状況 悪化


若干の増収に
なったが、リー
マンショックの
影響もあり、翌
年度は大幅な


平成20年度 -15.5%
・事業者の経営状況の悪化年度は大幅な


減収。
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消費税率引き上げによる鉄道への影響


鉄道の場合、最近の運賃改定時においては、


① 運賃改定を行っても、十分な増収につながるとは限らない。① 運賃改定を行っても、十分な増収につながるとは限らない。


② 利用者の逸走が生じている可能性が高い。


○ 最近の運賃改定時における旅客運輸収入の推移の例


事業者
改定率


（改定日）
（※注）


運賃改定の実施年度 運賃改定の翌年度


旅客運輸収入
（百万円）


対改訂前年度
増収率


旅客運輸収入
（百万円）


対改訂前年度
増収率（百万円） 増収率 （百万円） 増収率


Ａ 19.8％
（平成19年4月）


73 ‐0.5% 73 ‐0.3%


Ｂ 8.5％ 286 1 8% 251 10 7%Ｂ
（平成20年4月）


286 1.8% 251 ‐10.7%


Ｃ 8.6％
（平成20年4月）


222 3.4% 230 6.9%


（※注） 改定率は、事業者における上限運賃にかかる改定率であり、当該上限の範囲内で実施運賃が設定されるため、個々の運賃の実際の
値上げ率はこれとは異なる場合がある。
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①旅客船においても 利用者の逸走が懸念されるため 運賃値上げによる消費


消費税率引き上げによる旅客船への影響


①旅客船においても、利用者の逸走が懸念されるため、運賃値上げによる消費
税の転嫁は事実上困難。


②また、人口減少や少子高齢化が著しい離島では、運賃負担力の低下も懸念。


①平成９年度の運賃改定に伴う営業収入の増減


一般航路５航路の平均


②減少ペースが顕著な離島人口
※昭和５５年度を１００％として比較


110%


120%


○旅客船 ○フェリー


改定率 2.51% 改定率 2.68%
80%


90%


100%


110%


離島の人口


全国の人口


増収率 -6.18% 増収率 -2.97%


離島航路２５航路の平均


60%


70%


80%


昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年


0% C


離島航路２５航路の平均


○旅客船


改定率 4 85%


○フェリー


改定率 1 91%


③高齢化ペースが顕著な離島人口


※６５歳以上が人口に占める割合


29.4% 29.7%
30%


35%


改定率 4.85%


増収率 -0.06%


改定率 1.91%


増収率 -0.11%
14.5%


17.3%
21.0%


24.9%


15%


20%


25%


30%


全国


離島


運賃を値上げしても、輸送人員が減少するため
増収にならず。


0%


5%


10%


平成７年 平成１２年 平成１７年－9－







消費税率引き上げによる航空輸送への影響


国内航空路線は 経済産業活動を支える基盤であるとともに 地方部や離島住


消費税引き上げ分の運賃転嫁


国内航空路線は、経済産業活動を支える基盤であるとともに、地方部や離島住
民にとっては、生活を維持するために必須のライフライン。


消費税引き上げ分の運賃転嫁


利用者の減少利用者の減少


路線収支の悪化
悪循環 減便･路線廃止


・離島：本土への日帰り通院が困難に
方 便性 経済 盤 流路線収支の悪化


（離島路線については欠損補助の限界）


6 000
万人 国内線旅客数 幹線


地方路線


・地方：利便性の低下による経済地盤の低下、人口流出
加速
災害時の代替輸送手段確保不能


離島路線旅客数推移
万人


4,000


6,000


400


600


3,811 3,924 3,884 3,860 3,907 3,863 3,827 3,727 3,493 3,466


5,647 5,743 5,665 5,514 5,542 5,834 5,658 5,340
4,895 4,754


2,000


502 503 529 515 525 526 507 491 468 459
200


0
H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22


0
H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22
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消費税率引き上げによる観光産業への影響


現状
○国内旅行消費額は一貫して減少傾向にあり、事業者は値上げを行いにくい状況。
○資金的な余裕がなくなることが消費者の旅行行動に大きく影響する。


消費税の導入による旅行費用の増加は旅行需要を悪化させる


旅行費の値上げは難しいため、平均消費額は減少を続け
ている。


「お金に余裕が無くなって」という経済面を挙げる回答が最
も多い。


消費税の導入による旅行費用の増加は旅行需要を悪化させる


39000


41000


（円） 国内旅行平均消費額


6.7
5.2


帰省しなくなって回数が減った


この中に当てはまるものはない


家族層の国内宿泊旅行の減少理由


33000


35000


37000


39000


2 5


3.7


5.7


6.5


1.1


一緒に行っていた友達と休日が重ならなくなって回数が…


行きたいと思うところがなくなって回数が減った


自身や家族の健康上の理由で回数が減った


ペットの世話など、家を空けることが難しくなって回数が…


趣味が変わって回数が減った


27000


29000


31000


76.6
18.1


14.3


35.4


2.5


お金に余裕が無くなって回数が減った


休暇が減って回数が減った


配偶者と休日が重ならなくなって回数が減った


子供と休日が重ならなくなって回数が減った


緒に行っていた友達と休日が重ならなくなって回数が


25000
1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010


出典：一般社団法人日本旅行業協会「数字が語る旅行業」


0 10 20 30 40 50 60 70 80 90


出典：観光庁「日本人の観光旅行の状況に関する調査・分析等報告書」


％
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○付加価値税の共通システムに関する理事会指令 2006/112/ＥＣ（2006年11月28日）


軽減税率に関するＥＣ指令の概要


○付加価値税の共通システムに関する理事会指令 2006/112/ＥＣ（2006年11月28日）
附属書Ⅲ 軽減税率の適用となる対象取引リスト（抜粋）
（５） 旅客・携行品輸送
（１２）ホテル及び類似の施設で行われる宿泊（１２）ホテル及び類似の施設で行われる宿泊…


(11) CZ: 10% applies only on regular transport
(12) BG: Hotel services when they form part of a tourist package


国名 ﾍﾞﾙｷﾞｰ ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱﾁｪｺ ﾃﾞﾝﾏｰｸ ﾄﾞｲﾂ ｴｽﾄﾆｱ ｷﾞﾘｼｬ ｽﾍﾟｲﾝ ﾌﾗﾝｽ ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ ｲﾀﾘｱ ｷﾌﾟﾛｽ ﾗﾄﾋﾞｱ ﾘﾄｱﾆｱ
ﾙｸｾﾝﾌﾞ
ﾙｸ


ﾊﾝｶﾞﾘｰ ﾏﾙﾀ ｵﾗﾝﾀﾞ ｵｰｽﾄﾘｱ ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ ﾙｰﾏﾆｱ ｽﾛﾍﾞﾆｱ ｽﾛﾊﾞｷｱ
ﾌｨﾝﾗ
ﾝﾄﾞ


ｽｳｪｰﾃﾞﾝ ｲｷﾞﾘｽ 27ヶ国


標準税率 21 20 20 25 19 20 23 18 19.6 21 20 15 22 21 15 25 18 19 20 23 23 24 20 20 23 25 20


交通関係軽減税率 6 － 10 非課税 7 － 13 8 5.5 非課税 10 5,8 12 － 3 － 0 6 10 8 6 － 8.5 － 9 6 0 21ヶ国


宿泊関係軽減税率 6 7 10 － － － － 8 5.5 13.5 10 5 － 9 3 － 5 6 10 8 6 － 8.5 － 9 12 － 18ヶ国
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○平成 年度 租税総収入 税目内訳


自動車関係の税負担（トラック等）


事業税


○平成２３年度の租税総収入の税目内訳（単位：億円）


自動車関係諸税
77,744


（10.1％）


所得税
134,900
（17 6％）


法人税
77,920


（10 2％）


事業税
23,356
（3.0％）


（ ）
（17.6％）（10.2％）


固定資産税
89,783


酒税
13,480
（1.8％）


租税総収入（11.7％） 租税総収入
（国税＋地方税）


766,346
（100％）


印紙収入
10,570
（1.4％）


消費税
114,970
（15.0％） その他


223 623223,623
（29.2％）


出典：（社）全日本トラック協会「日本のトラック輸送産業2011」－13－







住宅取得に係る消費税額は大きく、税率引上げ後の負担額 前回の消費税率引上げ時は、駆込み需要の反動減で大幅


消費税率引き上げによる住宅取得・住宅市場への影響


1,673


2,000 
（千戸） 新設住宅着工戸数の推移（年度）


△17 7％


は200万円を超える な着工の落ち込みがあった


新築住宅取得時の税負担（消費税率引上げ時の比較）


300


（万円）（万円）


敷地分敷地分 建物分建物分 1,729 
1,663 


1,673 


1,665 


1,343 
1,420 


1,510 
1,561 


1,485 


1,630 


1,341 


1,213 
1,193 


1,249 1,285 
1,400 


1,600 


1,800  △17.7％
（△29万戸）


△12.0％
（△16万戸）250


300 敷地分敷地分 建物分建物分


（消費税率（消費税率55％）％） （消費税率（消費税率1010％）％）


1,180 


1,226 1,173 1,146 
1,174 


1,036 1,039 


775 
819 


800 


1,000 


1,200 


200


200


400 


600 消費税


230万円


100


150


115115万円万円upup


0 


200 


62 H元 H3 5 7 9 11 13 15 17 19 21


平成元年４月１日：
消費税(3%)導入


平成９年４月１日：
消費税(５%)導入


消費税


115万円


50


00


固定資産税等
14万円


不動産取得税
6万円


固定資産税等
4万円


印紙税
3.5万円


紙


（資料）住宅着工統計（国土交通省）


消費税( )導入 消費税( )導入


住宅建設10万戸の経済効果


◆建設・入居に伴う消費支出
1兆5200億円


◆生産誘発額 2兆9000億円


0
登録免許税
3.2万円


登録免許税
18万円


印紙税
3.5万円


257257万円万円142142万円万円2626万円万円
取得時
税負担
合計 1兆5200億円


・建設投資 1兆3900億円
・入居に伴う消費支出 1300億円


◆雇用誘発数 18.4万人


（資料）平成17年建設部門分析用産業連関表（国土交通省）


合計


（モデル）
○建物 価格：2,300万円 （固定資産評価額：1,400万円）
○土地 価格：2,000万円 （固定資産評価額：1,200万円）
○借入額：3,300万円 －14－







自動車購入時における税負担について


消費税自動車 消費税
（５%）


９万円


自動車
取得税（５％）


８．１万円
現状


車両価格
１８０万円


自動車重量税
４５，０００円/３年


自動車税
３９ ５００円１８０万円 ３９，５００円


抜本改革後


（消費税増税後）


＊１ 自家用乗用車 車両価格１８０万円 車両重量１ ５ｔ 排気量１ ８ℓの場合＊１ 自家用乗用車、車両価格１８０万円、車両重量１．５ｔ、排気量１．８ℓの場合。


＊２ 自動車取得税の課税標準は車両価格の９０％と仮定。


－15－







○工事請負契約書等には、他の文書と比べて高率、高額な印紙 ○平成９年４月（消費税率引き上げ時）より、工事請負


工事請負契約書等に係る印紙税について


（印紙税額）
５４万円


契約金額 印紙税


本来の税率 軽減後の税率


○工事請負契約書等には、他の文書と比べて高率、高額な印紙
税が課されている。


○平成９年４月（消費税率引き上げ時）より、工事請負
契約書等に係る印紙税は、税率が軽減されている。


５４万円


３６万円


１号、２号文書
（不動産売買契約書、工事請負契約書）


３６万円


１千万円以下 200円～1万円 －


１千万円～５千万円 2万円 1.5万円（25％減）


５千万円～１億円 6万円 4.5万円（25％減）


１億円～５億円 10万円 8万円 （20％減）


２０万円


１８万円


１５万円


３号、１７号文書
（手形、金銭等受取書） １８万円


２０万円


１０万円


５億円～１０億円 20万円 18万円 （10％減）


１０億円～５０億円 40万円 36万円 （10％減）


５０億円超 60万円 54万円 （10％減）


１０万円


８万円


６万円


４．５万円


８万円


４．５万円


１５万円１０万円


６万円


５号、６号文書
（合併契約書、定款等）


○建設業においては、重層請負構造の中で多段階にわ
たり課税されている。


４万円


２万円


１．５万円


１万円


１．５万円


４万円


２万円


一律４万円


２万円 ４号文書
（株券等）


発注者


元請


← 発注者、元請双方が
印紙税を負担


請負契約における
商取引に消費税が課税→


０ １千万 ２千万 ３千万 ５千万 １億 ２億 ３億 ５億 １０億 ５０億


（契約金額等）


１万円


６千円
１万円６千円 １万円


注１：契約金額が１千万円以下、印紙税額が６千円未満は省略。


１次下請


← 元請、一次下請双方が
印紙税を負担


消費税が課税→


注２：これらのほか、７号、２０号文書（継続的取引基本契約書等）は４千円、８号～１６号、１８号文書
（預貯金証書）は２百円、１９号文書（金銭受取通帳等）は４百円。


２次下請


← 一次下請、二次下請双方が
印紙税を負担


消費税が課税→


－16－








税制全体のグリーン化について


平成２３年１２月１２日


環境省







税制全体のグリーン化の推進


、① 税制の抜本的な改革は、環境への負荷の低減に資する方向でなされるべきであり、
少なくとも「CO２中立・環境中立」（税制の見直しによって環境負荷がかえって増えな
いもの）であること。


具体的な方向具体的な方向


平成21年度税制改正法附則第104条においては、税制の抜本的な改革に当たっては、
「低炭素化を促進する観点から、税制全体のグリーン化（環境への負荷の低減に資する
ための見直しをいう。）を推進すること」をその基本的方向性として検討を加え、その結果
に基づいて必要な法制上の措置を講ずるものとされている。


背景背景


② 車体課税やエネルギー課税といった環境関連税制は一体のものとして体系的な見
直しを行うこと。仮に、車体課税の簡素化を図る場合には、諸外国との比較で低い水
準にあるエネルギー課税を強化するなど、税制全体のグリーン化を確実に推進するこ
とが必要。


③ 「燃料などのエネルギー課税は国、車体課税は地方」等の考え方の下、環境関連税
制の思い切った簡素化を行う場合には、公害健康被害の補償財源を汚染者負担の原
則に則って安定的・長期的に確保できるようにすること。


１







参考資料


２








平成 2 3 年度 第 2 7 回 税制調査会  
 
 
 


日時：平成２３年１２月１２日（月）午後１時３０分～２時３０分 


場所：合同庁舎第４号館１１Ｆ  共用第１特別会議室 


 
 
 


 


１． 開会 


 
 
２．社会保障・税一体改革に関する意見聴取について 


 
 
３．閉会 





